出産の安全性を確保するために、看護師等の内診や助産行為に
反対する請願書

一　請願の趣旨

 NPO法人「お産サポートJAPAN」は、産む女性の立場にたち、出産の安全性を確保するために、看護師等の内診や助産行為に反対いたします。

1. 出産の現状

　多くの産科施設において、助産師が全くまたはほとんど雇用されておらず、その代わりに、看護師･准看護師･無資格者が助産業務に関わるという違法行為が長年放置されてきました。近年、この事実が、産科医療訴訟問題から明白になってきています。加えて、多くの女性は出産時に助産師にケアを受けたと信じていますが、実際は違うことが多く、どの職種にケアを受けたのかも知らされず全くわからないという問題があります。

2. 看護師等の内診や助産行為に反対する理由

1）それが違法行為であり、出産の安全性を脅かすからです

　昨年、厚生労働省は、「医療安全の確保に向けた保健師助産師看護師法等のあり方に関する検討会」を行い、そのまとめにおいて、産科における看護師等の業務について「助産は、医師及び助産師のみに許された業務とし、産婦に対する内診は、助産業務の一環として扱う」としています。ところが、今後の方向性としては、「産科における看護師等の業務については、保健師助産師看護師法等のあり方も含めて、別途検討する」と含みをもたせています。この点に関して、医療過誤問題研究会、医療問題弁護団は、産科における看護師等の業務に関する意見書の中で、看護師等に内診などの行為をさせることは違法行為であり、医療事故を起こす可能性があるので絶対認めるべきではないと、安全性の面から警告しています。

2）看護師等による内診は、再度医師の内診を必要とするからです
　内診は、女性にとって羞恥心や苦痛を伴うものであり、必要最少限の回数に抑えるべき行為です。ヨーロッパなどでは、人権を尊重するという観点や、感染の機会が増加するという理由で、医師も助産師もほとんど内診は実施しないそうです。日本の医師会及び産婦人科医会は、看護師等に内診を認めるように要望し、署名活動をしています。しかし、内診というものは、分娩の進み方を判断する診断行為であり、計測と診断が同時に行われる行為です。看護師には、診断行為が認められていないため、もし医師会等のすすめる看護師等の内診を認めれば、看護師が行った計測のための内診の後に、さらに医師による診断のための内診を受けるということになります。それに対して、診断を許可されている医師または助産師であれば、一度の内診ですみます。

3）出産現場に男性が導入される可能性があるからです

さらに、もし看護師等の内診や助産行為を認めた場合、出産の現場には、現在女性に限定された助産師だけでなく、男性の看護師等が入り込む可能性があります。このことは、男性の助産師への導入を試みた過去4回の立法化が、消費者運動で阻止されてきた経緯からすると、大多数の国民の意向、特に女性の意向を無視した大きな問題です。この点からも、看護師等の内診や助産行為を絶対に認めるべきではないと考えます。

　4）助産師は絶対的に不足しているわけではないからです

　看護師等に内診を認めてほしいと要望する医師会などの理由に、助産師不足があげられています。上記の「医療安全の確保に向けた保健師助産師看護師法等のあり方に関する検討会」のまとめによると、現在、国内には、約2万6千人の潜在助産師がいます。出産は、病院と診療所で約半数ずつ行われているのに対し、就業助産師は、病院に約7割、診療所には約2割弱と偏在しています。新聞記事によると、この偏在の理由として、診療所側が助産師の採用に二の足を踏んでいるとの指摘もあります。診療所で助産師が不足しているといわれてきましたが、実際の診療所におけるアンケート結果によると、不足していない、という結果が出ています。これは、診療所側が、助産師雇用の必要性を認めず、看護師等に助産行為をさせるという違法行為を続けているという実態があるからです。この実態の裏には、出産が行われる場所で助産師の定数化が法律で義務づけられていないことが挙げられます。看護師や保健師には定数配置がありますが、助産師にはありません。出産の安全性を確保するためにも、出産が行われる場所では、出産数に応じて必ず助産師を配置するべきであり、配置しない場合は、罰則も必要です。

　少子化の今こそ、一人一人の女性が、またひとつひとつの出産が、大切にされるべきです。「出産の安全性を守る」ということは、国として最低限の保証だと考えます。産む女性側の切実な願いである「安心･安全な出産」という権利を、女性の立場にたって保障してください。

　
衆議院議長殿
二　請願事項

１　無資格者･准看護師･看護師が内診や助産行為をすることは違法行為であり、内診や助産行為を医師と助産師だけに認めるという厚生労働省の現行の法的解釈を、出産の安全性を確保するために遵守してください。

２　出産が行われる場所、特に診療所において、助産師の定数配置を法制化してください。

３　男性看護師等を出産現場に入れないでください。

４　出産時に、ケアを受ける女性は、ケア提供者の職種を知る権利がありますので、名札による職種の明示を法制化してください。
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　　署名送付先　〒185-0022　東京都国分寺市東元町1-40-7  矢島助産院

　　問い合わせ先　 毛利助産所　　FAX 078-841-2125
　　取り扱い団体　NPO法人　「お産サポートJAPAN」

　　事務局　　〒121-0816　東京都足立区梅島3-13-8　佐々木美智子方　
                           TEL/FAX   03-3840-3070
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